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〇調査の協力義務について（四国地方整備局の場合）

本調査は、「土木工事共通仕様書1-1-1-16調査・試験に対する協力」に

記載されているとおり対象となった工事は協力をしなければならないものと

なっているため、協力をよろしくお願いします。

＊費用は経費に含まれています。
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はじめに

土木工事共通仕様書（抜粋）



調査にあたっては、各発注機関元のほか、各機関が委託調査会社が問合せ
対応、書類の審査等を行います。
四国の問合せ先等は以下のとおりとなっています。
※国土交通省 労務費調査のHPにて同様の資料が掲載されています。
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調査担当者について
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・調査対象者は職種一覧にある５１職種の方々になります。

・一方で、以下の方々は調査対象にならないためご注意願います。

①会社の役員

②賃金と経費（材料費、機械経費、燃料代など）の分離ができない労働者

③現場技術者（現場代理人、監理技術者、主任技術者等）

④工事に直接携わらない労働者

⑤オペ付きクレーンリースの運転手

⑥アスベストの除去作業に従事している労働者

⑦外国人研修生・技能実習生

⑧見習い・手元等

※上記以外にも調査に該当しない労働者がありますので、詳しくは労務費
調査の手引き（１６ページ） を参照してください

対象者について
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①調査対象工事への依頼（９月８日に依頼済み）
９月、１０月に稼働している工事を確認し、対象となる工事へ労務費調査協議会から依頼
を行います。

②関係資料の送付（９月下旬頃）
各機関の調査委託会社等から手引き等の調査に当たって必要となる資料を送付します。

③調査対象企業名簿の作成（９月下旬頃）
対象工事の元請企業へ調査対象企業名簿の作成をお願いします。それを用いて、以降は
下請の方へ連絡等を行います。

④現況調査表の実施（９月～１０月）
一次審査時に調査票記入内容の確認を行うために、各発注元の職員等が現況調査表の
作成を行います。
作成に当たっては、工事現場での確認等を行いますのでご協力よろしくお願いします。

⑤一次審査案内の送付（１０月上旬以降）
調査対象者へ一次審査の案内を発送します。

⑥調査票の作成・一次審査の実施
調査票の作成をお願いします。その後、提出していただいた調査票を各機関、調査委託会
社が一次審査を実施します。
内容に不明点があれば適宜、ご連絡をするのでご協力をお願いします。

※機関によって日付は前後します。

調査の大まかなスケジュールについて
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各発注元から、元請企業に協力依頼を行います。
元請企業は、９月や１０月に調査対象工事に従事
し、調査対象職種に該当する技能労働者が在籍す
る全ての下請企業（２次以下の下請企業、一人親
方も含む）に対し調査協力依頼を行ってください
※各発注機関から下請企業に対して直接調査の
協力依頼は行いません。

※１０月に調査対象工事に参加せず、９月に調査
対象工事に参加した下請企業で、３８職種に該
当する労働者が従事していない場合は、調査対
象となりません。

①調査対象工事への依頼
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労務費調査の実施にあたっては、以下の書類が必要となりますので、ご準備願います。
【必要資料】
①調査票
②公共事業労務費調査の手引き（簡易版含む）
③公共事業労務費調査の手引き 参考資料（四国地方連絡協議会）
※９，１０月に稼働する作業が無い等で対象外となる場合は、この資料を参考に対象外の
報告を実施してください。

④対象企業名簿
※元請が作成するため下請の方は不要です。

⑤オンラインシステム操作説明書（オンラインシステム操作説明書概要書含む）
※オンライン対象工事の方は、こちらの資料で操作方法を確認してください。

【参考資料】
・一般早見表
・一人親方早見表
・調査対象職種の定義・作業内容
・手当の逆引き
・FAQ
★これらの資料は、国土交通省HP、四国地方整備局HPからダウンロードできます。
・国土交通省HPのURL:https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/sosei_const_tk2_000006.html
・四国地方整備局HPのURL：https://www.skr.mlit.go.jp/etc/kouji/10-1_roumuhi.html

②関係資料の送付（９月下旬頃）
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元請の方は、労務費調査の対象となった場合「対象企業名簿」の提出が必要となります。
＊「対象企業名簿」とあわせて「施工体系図」も作成をお願いします。
＊発注元の組織、または調査委託会社から作成依頼が届きますので、対応をお願いします。
＊名簿の作成にあたり、連絡先のメールアドレスがフリーメールの場合、送信不備等が生じる
ケースがあるようです。可能な限りプロバイダメール等を記入していただくようお願いします。

②調査対象企業名簿の作成（９月下旬頃）
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一次審査時に、対象工事の現場における作業
内容及び労働者職種、人数を把握し、１１月の
労務費調査１次審査時に調査票の記入内容の
確認をするために発注元の監督職員等が作成
します。
（例：現況調査時点で１０人程度労働者が稼働

していたのに、１１月の審査において調査
票に１人しか記載がない場合など。）

作成に当たっては、現場もしくは元請け企業へ
のヒアリング等を行いますのでご協力よろしくお
願いします。

③現況調査表の実施（９月～１０月）
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④一次審査案内の送付

以下のような形で一次審査案内を送付します。
（調査委託会社により様式等が異なります。）
この案内に調査票等の提出期限などが記載されているのでご確認よろしくお願いします。
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⑤調査票の作成・一次審査の実施

手引き等を参考に調査票の作成をお願いします。
提出の前には手引きのP2にある提出資料の直前チェックリストをもとに必要資料が揃っている
ことを確認していただくようお願いします。
※提出していただいた資料に不備がある場合は、せっかく作成していただいたデータが「無効
標本」となり、公共工事設計労務単価の設定のための集計から除外されることとなります。
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【参考】調査票の作成の補足

１）調査票や確認資料を提出する際、個人情報の適切な取り扱いのため、調査票と確認資料
には「氏名」を記載せず、下図のように「イニシャル」を記載してください。
また、イニシャル化した際に、同名となる方がいる場合は、「番号＋イニシャル」を記載する
ようにしてください。
（例）１番（N・i）、２番（N・i）

２）確認資料は複数ありますので、それぞれの資料ごとにホチキス等で綴じ、右肩部分に手引
き記載の資料番号を記載してください。
なお、調査票は綴じる必要はありません。
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【参考】調査票の作成の補足

３）賃金台帳の抜粋について
賃金台帳は冊子での提出ではなく、対象となる労働者部分のみの抜粋となります。
ただし、以下の３点について必ず読み取れるようにしてください。
・調査月分であること
・法定福利費控除額が確認できる資料であること
・過去１年間に臨時の給与を支給していた場合は、臨時の給与の支払月分も含むこと

４）就業規則の抜粋について
就業規則は冊子での提出ではなく、手引きP20「調査票・確認資料」の説明欄に記載さ
れている以下の４点について抜粋し、提出してください
・表紙（会社名が記載されている箇所）
・勤務（労働時間、休憩時間、休日がわかる箇所）
・休暇（有給休暇がわかる箇所）
・賃金（基本給、手当、割増賃金、給与の差引、実物給与、臨時の給与がわかる箇所）
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【参考】調査票の作成の補足

５）複数の調査対象工事に該当した場合の調査表の作成について
複数工事に従事した労働者は、主に従事した調査対象工事の調査票に記入してください。
従事する労働者が全て重複する場合は、片方の調査票にまとめて記入してください。
※手引きP１９の図を示していますので、参考にしてください
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【参考】調査票の作成の補足

６）公共工事設計労務単価について
公共工事設計労務単価は、下図のとおり、所定労働時間内8時間当りの「①基本給相当
額」及び「②基準内手当」、並びに労働日数1日当りの「③臨時の給与（賞与等）」及び「④
実物給与（食事の支給等）」、の4つにより構成されています。
※作成していただく調査票は、これらの４つの費用を確認することを目的としています。
正しく作成していただき内容が確認できた場合は、この４つの額を足した額を公共工事
設計労務単価として集計に反映されることとなります。
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【参考】一人親方について

一人親方とは、一般に、「業務委託・請負といった名称の契約に基づき、人を雇わずに事業
を行うことを常態とする自営業者」を指します。いわゆる「一人親方」で、建設会社との雇用
契約によらず請負契約（経費込み）等により、賃金を経費込みで受け取っている労働者の場
合、調査票の記載にあたり、賃金と経費を分ける必要があります。
一人親方は、一人親方と契約した事業者の調査票に記載するのではなく、一人親方個々に
調査票を作成してください。
※一人親方の場合、確認資料（提出資料）が多くなっており、資料不足で無効となっている事
例がありますので、ご注意願います。

※手引きを確認の上、必要書類の提出をお願いします。

公共事業労務費調査の手引き P99（抜粋）
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【参考】子ども・子育て支援金制度について

様式ー１の抜粋

今年度より「子ども・子育て支援金制度」が始まっています。
この支援金は、様式―１の健康保険の欄に計上するようになりますのでご注意ください。


